


１　職員の任免及び職員数に関する状況
（１）職員採用の状況

※「採用」は前年４月２日から当年４月１日までの間の数を計上しています。

（２）職員退職の状況（再任用職員除く）

※「退職」は前年４月１日から当年３月３１日までの間の数を計上しています。

（３）職員数の状況（各年度４月１日現在）（再任用職員除く）

※クリーンセンター及び衛生センターの職員数には技能労務職員を含みます。

２　職員の給与の状況
（１）職員の初任給の状況（一般職）

（２）職員の平均給与月額及び平均年齢の状況（再任用職員除く）

※平均給与には扶養手当、通勤手当などを含み、期末・勤勉手当は含みません。

（３）職員の経験年齢別平均給料月額の状況（一般職）

注）技能労務職の経験年齢別平均給料月額は技能労務職員が
　　若干名のため掲示していません。

八代生活環境事務組合人事行政の運営等の状況

八代生活環境事務組合職員の給与は、条例で定められています。
また、人事管理については、適正な人員管理を行うとともに採用試験や職員研修を実施しています。

平成３０年４月１日現在

区分

合　　計

区　　分

職　　員　　数　（人）
平成30年度平成27年度 平成28年度 平成29年度

8 10 10 10
平成25年度 平成26年度

8

勧 奨 退 職
普 通 退 職

10総務課（事務局長・次長含む）

区　分
競争試験

試験の程度 平成30年度
高卒程度 2

1

職種
一般事務

平成29年度
1
0
0
0その他（死亡退職等）

定 年 退 職

国
179,200円 179,200円

区分
大学卒

八代生活環境事務組合

高校卒 147,100円 147,100円

36
水道工務課（浄水場含む）

総　　合　　計

8 89
6

14
36

14
23 22 24

区分
一般職・企業職

7
5
22
12
34

8 7
6 6 6 4

12
24 21

33

クリーンセンター
衛生センター
普通会計　合計

12 12
37 36

平均年齢
39.0歳
48.8歳

平均給与月額
310,753円
320,450円

平均給料月額
283,639円
298,500円技能労務職

経験年数30年以
上～40年未満

388,916円

経験年数20年以
上～30年未満

365,740円

経験年数10年以
上～20年未満

250,366円

区　　分

一般職・企業職



（４）職員手当の状況（月額）

（５）退職手当の状況（平成30年4月1日現在）

※退職手当の平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。
注）退職手当の１人当たり平均支給額は、退職者が若干名のため掲示していません。

（６）職員給与費の状況（一般会計決算：平成27年度～平成29年度）（再任用職員除く）

人
人
人
人

注１）「地方財政調査票」より。
注２）職員手当等には退職手当、児童手当を含みません。
注３）「増減」は平成27年度と平成29年度を比較した数値です。

（７）級別職員数の状況（平成30年4月1日現在） ※技能労務職は除く

主事の職務

区分

事務局長の職務、次長の職務
総務課長の職務及びその職務内容等がこれと同程
度のものとして長が規則で定める職の職務

勧奨・定年
19.66月分 24.58月分

年度

24 千円

47.70月分

33.27月分
47.70月分
47.70月分

― ―

33.27月分
47.70月分

28.03月分

６級

標準的な職務内容

課長の職務（６級に掲げる職務を除く。）、所長
の職務及びその職務内容等がこれと同程度のもの
として長が規則で定める職の職務
課長補佐の職務
所長補佐の職務
主幹の職務

係長の職務
参事の職務

47.70月分 47.70月分

千円

１級

特に高度な知識又は経験を必要とする業務を行う
主事の職務

５級

４級

３級

２級

構成比

10.7%

21.4%

10.7%3

職員数
（人）

3

6

25.0%7 142,600円

392,600円

380,600円

349,600円

給料月額

318,500円

288,000円

247,100円

91,552
89,585
76,890

△ 14,662

給料
11,618
13,138
9,519

△ 2,099

職員手当等
35,722
36,611
31,216

計
一　般　会　計

ごみ処理作業手当…5,000円

138,892
139,334
117,625

千円
千円 千円
千円 千円
千円千円

7.2%

25.0%

千円

千円△ 21,267△ 4,506

262,000円

303,800円

千円

2

7

228,900円

192,700円

最高号級の
給料月額

409,800円

１号級の

扶養手当

◇自動車などを利用する場合…距離に応じて
2,000円～31,600円まで支給
◇ＪＲなどを利用する場合…運賃に応じて55,000
円まで支給

通勤手当

特殊勤務手当
し尿処理作業手当…5,000円

住居手当

国八代生活環境事務組合

子…10,000円

借家の場合…家賃に応じて27,000円を限度に支給

休日勤務手当

その他の扶養親族…１人6,500円

同じ

管理又は監督の地位にある職員の職務の級に応じ
て40,400円～49,000円を支給

管理職手当

国

勤務２５年
勤務３５年
最高限度額

支給率（月数）

28.03月分
39.75月分

19.66月分

△ 3

千円
千円

平成28
平成29

千円

24
21

増減

区　分 八代生活環境事務組合

平成27 千円

― ―

休日勤務職員時間単位

支給率（月数）

勤務２０年

平均支給額
（平均勤務年数）

39.75月分

職員数 期末・勤勉手当

24.58月分
自己都合 勧奨・定年 自己都合

一部異なる

勤務年数



３　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（１）職員研修の実施状況（平成29年度の主なもの）

（２）勤務成績の評定の状況（平成29年度）

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間、休憩時間、週休日の状況
◇１日の勤務時間7時間45分、１週間の勤務時間38時間45分

※週休日については椎屋浄水場を除きます。

（２）休暇制度の概要

５　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２９年度）

１名
１名
１名
１名

１名
１５名評価の原則、目標設定の留意点人事評価者研修

契約事務担当職員

編集力と表現力、図表的思考力の向上
コーチングスキルの習得
現状、ストレスへの対応、職場のコミュニケーション

基礎的知識、運用実務

２名
０名
０名
２名
１名

２８名

一般職員１部研修
一般職員２部研修
新任係長研修
新任課長研修
タイムマネジメント研修

全職員（希望者）

２名
１名

メンタルヘルス研修
契約事務研修
ＩＴ研修 ６名

対　象

新規採用職員
新規採用職員

採用5年目職員
採用10年目職員
新任係長職員
新任課長職員
全職員
係長級以上
特別会計担当職員
新任管理監督職
法務担当職員
採用後3年以上の職員

採用後10年以上の職員

全職員

参加人数

２名

エクセル、ＧＩＳソフトウェア、セキュリティ

特別会計における消費税事務研修

人事評価実務研修
法制執務研修

仕事管理の基本、仕事間の優先順位

ミドルリーダー、指導の基本姿勢、ＯＪＴスキル
マネジメント・アドバイス、目標・仕事の明確化、職場課題

役割と責任、対人関係力、部下の指導、組織目標達成力

結婚休暇
産前休暇
産後休暇

親族の死亡休暇

夏季休暇

処分（事由） 件数

介護休暇

(

主
な
も
の

)

特
別
休
暇

―
0
0

勤務時間

わかりやすい文章・資料づくり講座

コーチング研修

新規採用職員研修
新規採用職員フォローアップ研修

8：30～17：15 12：00～13：00 土曜日・日曜日
休憩時間 週休日

専
門
研
修

消費税制度及び概要、消費税申告書の作成
人事評価基礎実務の習得
自治体法務の現状・動向の基本的知識、立法技術の習得

6ヶ月を超えない範囲（無給）同居家族の介護を行う

研　修　内　容研修科目
接遇・マナー、人権学習、文書事務、仕事の基本
仕事で必要な能力・段取り、組織の中の役割、モチベーション

リーダーシップ、業務改善の必要性、実践問題解決

組合休暇 年20日以内（無給）許可を得て職員団体の業務に従事

付与要件
職員の請求時
職員の負傷・疾病による療養
結婚式、旅行その他の結婚に伴う行事等
8週間（多胎妊娠14週間）以内に出産予定
女性職員が出産した場合
親族の死亡
7月～9月の期間における休暇

連続5日以内
出産日までの請求期間
出産翌日から8週間
1日～7日
4日

年20日を限度に付与
病気休暇 必要と認める期間（原則90日以内）

年5日（小学校就学前の子が2人以上の
場合は10日）以内

小学校就学前の子の看護子の看護休暇

年次有給休暇
休暇の種類 付与日数

階
層
別
研
修

集
合
研
修

評定項目
評定時期
活用分野

事務局長・次長級
実施せず
実施せず
実施せず

課長級 課長補佐・係長級 一般職員
同左
同左
同左

同左
同左
同左

同左
同左
同左

分限処分
懲戒処分

―



６　職員の服務の状況
服務に関する基本原則
地方公務員には、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を

挙げてこれに専念しなければならない根本基準のほか、次のような義務が定められています。

７　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）職員の福祉の状況
◇職員の健康診断の実施
◇熊本県市町村職員共済組合・八代生活環境事務組合職員互助会による事業の実施
※職員の福祉の状況の詳細

（２）利益の保護の状況

８　職員の休業に関する状況
（１）育児休業の取得状況（平成２９年度）

※育児休業（無給）は、育児にかかる子が満３歳になるまで取得できます。

（２）修学部分休業の取得状況（平成２９年度）

※修学部分休業（無給）は、５分単位で最長２年間取得できます。

（３）高齢者部分休業の取得状況（平成２９年度）

※高齢者部分休業（無給）は、５分単位で５５歳に達した日以降より取得できます。
合 計 0 0

高齢者部分休業の対象職員
うち取得者

0
合 計

⑦営利企業等の従事制限

0
1
1

①法令及び上司の職務上の命令に従う義務
③秘密を守る義務
⑤政治的行為の制限

共済制度
名称
加入者

主な事業互助組織

主な財源

熊本県市町村職員共済組合の制度による。
八代生活環境事務組合職員互助会
八代生活環境事務組合に勤務する職員
会員の慶弔、その他相互扶助に関する事業など
職員からの会費（給料月額の1/300）により運営
平成29年度収入合計：　905千円

健康診断
定期健康診断（全職員）
熊本県市町村職員共済組合による人間ドック（職員のうち希望者）

合 計

修学部分休業の対象職員
うち取得者

男性職員 0 0

男性職員 0 0
女性職員 0 0

女性職員

1
2

0
0 0

職員の給与、勤務時間その他勤務条件
に関する措置の要求
職員に対する不利益な処分についての
不服申立て

内容 件数

0

0

男性職員
女性職員

新たに育児休業の対象となった職員
うち取得者

1

②信用失墜行為の禁止
④職務に専念する義務
⑥争議行為等の禁止



（４）自己啓発等休業の取得状況（平成２９年度）

※自己啓発等休業（無給）は、最長３年間取得できます。

（５）配偶者同行休業の取得状況（平成２９年度）

※配偶者同行休業（無給）は、最長３年間取得できます。

９　その他
特別職の報酬等の状況

女性職員 0 0

自己啓発等休業の対象職員
うち取得者

男性職員 0 0

0

配偶者同行休業の対象職員
うち取得者

男性職員 0 0

副管理者 17,000円

副議長 17,000円

5,300円～5,600円
20,000円

日額
年額
年額
年額

監査委員
議　長

議　員 15,000円

管理者 20,000円
報酬額

合 計 0 0

女性職員 0 0
合 計 0

報
　
酬

年額
年額

区分


